基調講演
「エネルギー新事業とゲームチェンジングな研究の重要性」
北澤　宏一（(独)科学技術振興機構・顧問）
　日本のエネルギー事情は大変な岐路にさしかかっており、そのなかで様々な努力が必要であることと、現在の日本においてエネルギーはどの道を採っても容易なことではないというお話をさせていただきます。いろいろ苦労しながらやっていくことになるわけですが、将来に向けての希望がやはり欲しい。どんな希望があるのかを考えたとき、一つの有力な候補に「人工光合成」があることは非常にうれしいことです。人工光合成が実現し、植物の生育速度を４倍にすることができれば、世界のエネルギー事情の基盤が変わります。その意味でのゲームチェンジングな研究を是非、進めていただきたいと思います。
　井上先生はだいぶ自信がおありのようにお話しされましたが、人工光合成がものになるかというと、そう簡単ではないと思いますが、今から30年くらいのうちには実用レベルに達してほしいと願っています。
　私は福島原子力発電所の民間事故検証委員会委員長を務めています。アメリカでスリーマイル島の事故が起こったとき、4つの事故調査委員会がパラレルに走りました。政府の事故調だけでは国民が信用しないこともあって、民間の事故調が組織されたわけです。そして日本でも、民間の事故調とは別に、最近、黒川　清先生が議長を務められる国会の事故調ができ、3つでやっていくことになりました。間もなく民間事故調の調査結果が公表されます。それについての詳細は省略しますが、今後、原子力をやっていくにしても相当な覚悟を持ち、これまでの体制を改めていかないと危険を回避することが日本では難しいことが、検証委員会の見解です。
　今回の福島での事故は世界に大きな影響を与えました。たとえば、ドイツでは経済原理ではなく、人間の倫理にのっとってどんなエネルギー戦略をとるべきかを審議するため、メルケル首相が科学者や法学者だけではなく宗教などいろいろな人たちを入れた倫理委員会を設置し、その結論に基づいての「エネルギー転換」という実験が始まっています。この倫理委員会の進言を受け、政府は子孫に負の遺産を押し付けないため、10年以内に原子力をやめて再生可能エネルギーに移るという決断をしました。経済的には大変ですが、それを成功させなければドイツに未来はない、ドイツはこれに基づいて産業移行もしていくということを決め、そのために国民1人当たり5万円、総額6兆円ほどの再生可能エネルギーへの投資を始めています。それですら2050年に全電力の80％を置き換える程度にすぎません。今から40年たって電力の80％です。全エネルギーを再生可能エネルギーに置き換えるためには、今のスピードだと80年ほどかかることになります。その意味でも、人工光合成が30年ほどでできると大変なインセンティブなことになります。
　私は昨年9月にスイスの原子力研究所に行き、その懇親会で驚くことをいわれました。「日本はいいですね」「どうしてですか」といったら、「日本の領土の４％が失われただけですね」といわれました。そして、彼らは「スイスは脱原発を国民が決定するでしょう。スイスでは福島が立った一度でも起こったら国は終わりだからです。自分たちの役割は、これから原子炉が完全になくなるまでに、絶対に安全な原子炉をもう一度再提案し直すつもりです」といっていました。
　そのときはたと気がついたことがあります。福島の事故後、いろいろ国々が脱原発を決めましたが、なぜこのようになったのかを考えると、今の言葉は非常に示唆的です。国土が日本より狭く、観光の盛んな国が、福島以降、脱原発に向けて走ることは理解できます。そして、国土の広い国々が当面、様子眺めになることも理解できます。
　日本よりも広い国というと、まずフランスが思い当たります。フランスは日本の国土の1.5倍、原子力発電で全電力の80％近くを賄っています。当面は様子眺めの姿勢ですが、サルコジ大統領は原子力推進派と再生可能エネルギー推進派の融合を図るため、原子力と再生可能エネルギーに同じ予算を配分することを宣言しました。それによって両者がけんかするのをやめて共闘するといった面が出てきています。フランスは当面、脱原発へは向いません。(その後オルランド大統領に代わり、8割から5割に原発比率を下げることが話題となっている。)
　不毛の地がある、海があることは風力発電と関係しますし、石油やシェールガスがあるかどうかも関係します。今から100年後を考えると、原子力はもちませんし、化石エネルギーは枯渇します。再生可能エネルギーしかありません。しかし、今後20～30年間、40年間の過ごし方は各国で違います。ドイツのような行き方をする国もあれば、フランスのように当面原子力に頼り、その後、再生可能エネルギーに行こうとする国もあります。アメリカのようにシェールガスに切り替えていく国も出てきます。ここしばらくは国によってアプローチが違ってくると思われます。
　ヨーロッパの2010年のエネルギー移行のようすを図＊に示します。石炭が一番大きく減り、原子力発電も減っています。増加したのは、風力発電と天然ガス、太陽電池です。つまり、2010年の時点でヨーロッパは再生可能エネルギーへの転換の時代に入っていることがわかります。
　図＊は、再生可能エネルギーへの世界の投資額を示しています。ここ数年間大きく増加しており、風力発電は間もなく10兆円のオーダーに入りますし、全再生可能エネルギー投資は20兆円です。日本の全製造業が付加価値で100兆円ほどであることを考えると、非常に大きなマーケットです。間もなく自動車産業とも肩を並べるほどの産業になります。日本がこれをキャッチしない手はありません。すでに、3,4兆円の原子力発電より再生可能エネルギーへの投資の方がはるかに多くなっているのです。
　日本の化石エネルギーの輸入代金は高騰しており、ほぼ25兆円です。化石エネルギーが今後枯渇していくと、さらに高騰する可能性があります。
　ところで、日本の輸出と輸入をみると、この25年間ほぼ並行して増減しています。輸出から輸入を引いた額は、1986年のバブル期から黒字になり、それから25年間、約10兆円の貿易黒字のラインを守っています。リーマンショックと東日本大震災によってこの2、3年は貿易黒字がほぼゼロになり、若干のマイナスになった月もあり、日本は大騒ぎしました。しかし、大きな目で見ると、貿易黒字は85～86年から上がり始め、25年間貿易黒字が続いたことから、合わせて250兆円が海外に純資産として投資されてきています。この対外純資産額は世界でダントツです。この額が、東日本大震災後もさらに増加しています。その理由は、海外に投資してきた貿易黒字から金利が生じ、それをまた投資して、投資額を積み増ししているためです。そこから生じる所得収支黒字がだんだん増え、2005年からは所得収支黒字のほうが貿易黒字よりも大きくなっています。つまり、日本は堅気のものつくりによる貿易で儲けるのではなく、投資で儲ける国に変わりました。トータルとしては、貿易収支が多少赤字になっても、所得収支は増加しています。貿易黒字で稼いでいたバブルのころに比べ、今、質的に大きな変化が生じています。以前は貿易赤字になったら、どうするかを心配していましたが、今はまったく違います。今、貿易を少し赤字にしたほうがよいといった意見が出てきてもおかしくありません。そのようなことが起こっているため、円はどんどん高くなり、それが原因で日本から製造業が逃げていく方向に向かっています。
　このような話をしたのにはちょっとした魂胆があります。今も、エネルギーコストが上がると日本の景気が大変なことになるといわれています。しかし、これまでの事実をみると、エネルギーコストが上がると、日本の景気は短期的にはむしろよくなります（図＊）。その理由は、エネルギーが高くなると輸入が増加し、輸入が増加すると輸出も増加するためです。つまり、輸入しなければ輸出ばかりすることはできない構造に、経験上というか経験則ではなります。このことを知っておく必要があります。
　　高いエネルギーを導入することは、経済成長か経済負担かという問題を研究者はよく考えてほしい。たとえば、iPhoｎやiPadを発明するととても褒められます。このiPhonやiPadのような製品の発明は技術革新とされ、それによって経済成長が起こるといわれます。
　しかし、太陽電池はまだ値段が高いものの、日本はそれを使えるような技術を開発しました。それを取り入れることは経済成長になるのでしょうか。より価値のあるものを高いコストでもみんなが買えばGDPが増えます。それで仕事も増えます。それを経済成長と呼ぶのでしょうか。
　この問題は、技術者はよく考えてほしいと思います。私が経済界の人たちとこれまで話し合って得た結論は、次のようになります。国民の価値観が変化して、より高品位なエネルギーをより高価格で購入し続けるのであれば、それは経済成長になります。それを一過性のものとしてやめるようであれば、国民負担にしかすぎません。つまり、より高いものを買うようになれば、たとえば、ノートパソコンをたくさん買うとか、Ipadを買うといったかたちで、どんどん国民が取り入れていくとGDPが増えて経済成長になります。ただし、その時に輸出産業の国際競争力を失わない工夫が必要です。
　日本学術会議は、3．11が起きたとき、すぐにエネルギー政策の選択肢分科会を設置しました。設置した理由は、今のような問題があったからです。つまり、エネルギーをより高く買うと、日本の経済は駄目になってしまうといったことがすぐに新聞で喧伝され、それでみんなが黙ってしまうような面がありました。そのようなことに、タブーなきかたちで学術会議が提言していかなければなりません。たとえば、原子力事故を起こしたとき、すみやかに原子力発電を停止して当面は火力で代替するが、順次、再生可能エネルギーの発電に切り替えるという選択肢をとった場合と、原子力発電を将来における中心的なエネルギーとして位置づけ、今より14～15基をこれから10年間、20年間増やしていくという選択肢をとった場合、社会にどんな影響があるか、家庭の電気料にどのような影響を及ぼすかを、委員会を設置して考えました。160ページほどの報告書を9月に出しました。その報告書は、学術会議のホームページからダウンロード可能です。
　シナリオとして、原子力がすぐなくなった場合、原子力を徐々になくしていった場合、原子力をむしろ増強していった場合といったシナリオを6つ考え、予測してみました。しばらくは化石エネルギーを増やさざるを得ませんが、そのうち再生可能エネルギーを一生懸命導入して、2020年には鳩山元首相の国際公約を果たすために全電力の50％を水力と再生可能エネルギーにすることも考えると、いくらお金がかかるか検討してみました。
　そのときに大事なことは、ただちに15％の節電をわれわれは強いられますが、それを今後も続け、なおかつ省エネをさらに進めていかないと、原子力を減らした後に再生可能エネルギーを増加するのはとても大変な状況になるということがポイントです。つまり、原発を即停止するか、5年ほどで停止するかを考えると、日本はこれから毎年5兆円ほど再生可能エネルギーに投資していかないと電力供給が追いつかなくなります。これが第1の結論です。
　第2の結論は、その場合に標準家庭の電気代がどのくらい高くなるのかというと、2020年にもしも電力の50％を水力を含む再生可能エネルギーで賄ったとすると、電気料金が8,000円ほどになります。今より2,000円高くなります。
　長期的に100年を考えると、枯渇資源燃料であるウラン、シェールガス、化石エネルギーから再生可能エネルギーに移行しないと地球温暖化も防ぐことができません。そのとき一番重要なことは、時間的なスケールの問題です。
　これまで話していなかったことは、原発の発電コストはいくらかということです。新聞でも今後大きな問題になると思います。また、核燃料の再処理技術がまだできていません。核燃料としてウラン235はほんの少ししか含まれていないため、ウラン238を使えるかどうかで、ウランが今後何年持つか大きく違ってきますが、残念ながら、燃料を再処理してプルトニウムを使えるようにする技術、高速増殖炉および核燃料再処理ともに滞っています。
　高レベルの放射性廃棄物を何万年も貯蔵しなければならないという問題が、子孫へ負の遺産を残すとして、モラルの問題でドイツは脱原発に走ることになりました。
　世界の原子力の能力を図＊に示します。原子力は1950年代からが急成長を始めましたが、1980年代の終わりごろにストップしています。そのころチェルノブイリ事故が発生しました。それ以降、アメリカやイギリスは、ただの１基も原子炉を建設していません。したがって、原子炉の年齢分布をみると、高齢の原子炉が多いのです。今後、世界の原子炉は減らざるを得ないことが、IAEAなどによって予想されています。
　図＊は、大地震の発生地点を赤丸で記し、黄色の丸は原子炉がある場所を示しています。世界で発生するマグニチュード6以上の大地震の約２割は日本で発生します。そして、大地震の発生場所と原子力発電所の分布をみると、一致しているのは日本と台湾です。その意味で、日本では地震への考慮が万全になされることが必須であることがわかります。
　　では、再生可能エネルギーはバラ色でしょうか。
　そこが問題です。これまではコストが一番の問題だといわれていました。10年前であれば、再生可能エネルギーをまじめに取り上げる人はいなかったかもしれません。日本の家庭が購入する電力料金は1kw･hあたり24円です。太陽光発電は中国製の安いパネルを使うと、2011年には19円/kw･hにまで下がったといわれています。その意味で、一部でグリッドパリティが達成され始めました。最も高価な太陽光発電のコストがこのように下がってきた点は注目しなければなりません。
　再生可能エネルギーで全エネルギーを賄うことを考えると大変であるため、海洋国家の日本では洋上発電を当然考えたくなります。すでにノルウェーは洋上浮体式の発電で20円／kw・hを実現しており、日本に売り込みをかけています。日本も違う方式で下げる努力が必要ですが、グリッドパリティを達成する近くまできています。図＊にノルウェーの洋上浮体式発電を示します。今ヨーロッパでは三菱重工が開発したギアレスの風力発電機が注目されています。これは、希土類の小型磁石が開発の一番のポイントだと思います。洋上発電だと、どうしてもメンテナンスフリーにしたいわけです。
　太陽光発電は、技術的に日本は世界でも一番進んでいます。今後ゲームチェンジングな太陽光発電技術も出てくると期待しております。JSTでもそのようなプロジェクトをいくつも走らせています。風力発電についても、九州大学の風レンズを使った方式を推進しています。日本では落雷と台風が問題となり、技術開発を進めています。
　風力発電では、皆さんもあまりご存じないと思いますが、世界一に躍り出たのは中国です。中国は熱心に風力発電と太陽光発電に取り組んでいます。2009年のデータでは、再生可能エネルギーに日本は１年間に一人当たり2,000円を投資していますが、中国は１人当たり3,000円です。日本より熱心です。それに対して、ドイツは5万円、日本の25倍です。
　国別の再生可能エネルギー設備の保有容量を比較すると、現在、中国が世界1位です。次に、アメリカ、ドイツ、スペイン、インドが続きます。また、再生可能エネルギーの導入量がから3、4割を超えるレベルになると、どうしても電池が欲しくなります。私は、大型の電解工業と発電工業の組み合わせで電池の代替をする可能性もあるかと思っております。それとともに電力の融通が非常に重要になります。そうなると、日本は北から南まで、つまり風力が余っている北海道や九州などをつなぐ必要がでてきます。ヨーロッパはすでに海底ケーブルもたくさん導入しています。一番長い海底ケーブルも580㎞ありますから、日本と大陸を結ぶことも十分できます。
　私が研究している高温超伝導ケーブルがやっと実用期に入り、住友電工などが線材の製造し成功し、架空線で送電するより安くできるとまで言うようになりました。
　再生可能エネルギー産業への投資は毎年5兆円ほどですが、さきほど述べた25兆円という化石エネルギーの輸入代金は、再生可能エネルギーを増やせば増やすほど減ります。日本にとってどっちが得か考えていただきたいと思います。新しい、価値あるものを持続的に買うことを経済成長というのであれば、まさに国民の意識を変えていかなければなりません。そのような努力のなかに、国民が決断しやすくするのが、われわれにとっての技術開発であるということをお話しして、今日の話を終わります。いずれにしましても、大型技術は、よく考えてみると100年かかっています。エネルギーもこれから100年はかかります。ですから、私たちだけで考えるのではなく、子どもたちのことも考える必要があります。これがドイツの行き方です。
　たとえば超伝導リニアモーターカも発想から実現までに100年近くかかることになります。2027年に、東京・名古屋間に超伝導リニアモーターカが開通します。開通すれば、日本は再びハイテクの国として世界にアピールできると思います。人工光合成の30年という目標は非常に早い技術開発になるかと思っております。ぜひ頑張っていただきたいとエールを送って終わらせていただきます。
質疑応答
【伊藤】　　超伝導ケーブルはある程度実用に近いものができつつありますが、人工光合成ではまだそこには達していません。そのへんで新しい技術開発、新しい研究開発が必要です。超伝導もそうです。新しい物質ができた後、実際に使うことがもう一つあると思います。それに関して、なにかよい教訓はありますか。
【北澤】　　歴史的にみると、日本では田中角栄首相のとき、サンシャイン計画で太陽電池の開発を推進しましたが、その当時、誰も太陽電池が必要になるなんて考えていませんでした。ものすごく高い。人工衛星に使うにはよいかもしれないがといった状況でした。しかも、サンシャイン計画を終えても実用化しませんでした。しかし、ドイツなどがそれをかなり大量に輸入を始め、それから数年間、今や家庭の電力ほどの値段になっています。人工光合成もその意味では……。途上国にとっては、再生可能エネルギーはまだかなり高いエネルギーです。そのため、やはり薪などいわゆる自然エネルギーが使われるかと思いますが、人工光合成や光合成のスピードが速くなる研究が、もしうまくいけば、全世界のゲームのルールを変えるという意味で、非常にゲームチェンジングだと思います。
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